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平成１５年６月１２日

都道府県医師会

　　　感染症危機管理担当理事  殿

日本医師会感染症危機管理対策室長  

雪　下　　國　雄

経過措置期間内の風しんの予防接種の推進について

　時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　さて、経過措置期間内の風しんの予防接種につきましては、「生後１２月から生

後９０月に至るまでの間にある者」の外、予防接種法施行令平成６年改正附則第３

条の規定により、平成１５年９月３０日までの経過措置の期間内は「昭和５４年４

月２日から昭和６２年１０月１日までの間に生まれた者であって１４歳以上の者」

が対象者とされています。

　この経過措置期間の満了を前に、対象年齢層に対する経過措置の周知を行い、接

種率の向上に向けて改めて普及啓発に努めることを都道府県に求める通知が、厚生

労働省健康局結核感染症課長から、各都道府県衛生主管部（局）長宛になされ、小

職に対しても周知協力方依頼がありました。

　つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただき、関係医療

機関への周知方よろしくご高配のほどお願い申し上げます。

　なお、風しんのポスターにつきましては、国立感染症研究所感染症情報センター

のホームページ（http://idsc.nih.go.jp/index-j.html）に掲載されておりますの

で、適宜ダウンロードのうえ、ご活用いただきますようお願いいたします。



健感発第 号0529002

平成１５年５月２９日

社団法人 日本医師会

感染症危機管理対策室長

雪 下 國 雄 殿

厚生労働省健康局

結核感染症課長

経過措置期間内の風しんの予防接種の推進について

予防接種の推進につきましては、平素より多大な御支援・御協力を賜り、厚く御礼

申し上げます。

今般、予防接種法施行令平成６年改正附則第３条の規定による風しんの予防接種の

経過措置の期間について、満了の日が平成１５年９月３０日と目前に迫ってきている

ところです。そのため、対象年齢層に対する経過措置の周知を行い、接種率の向上に

向けて改めて普及啓発に努められるよう、別添（写）のとおり、都道府県に対し協力

方通知したところであります。

つきましては、貴職におかれましても当該の周知に関する趣旨をご理解いただくと

ともに、各都道府県・群市区医師会への協力要請等、当該事業の円滑な実施について

特段のご配慮をお願いいたします。



健感発第 号0529001

平成１５年５月２９日

各都道府県衛生主管部（局）長 殿

厚生労働省健康局

結核感染症課長

経過措置期間内の風しんの予防接種の推進について

標記については、既に「予防接種法の一部を改正する法律等の施行について （平」

成１３年１１月７日付け健発第１０５８号厚生労働省健康局長通知）により通知され

ているとおりであり 「生後１２月から生後９０月に至るまでの間にある者」の外、、

予防接種法施行令平成６年改正附則第３条の規定により、平成１５年９月３０日まで

の経過措置の期間内は「昭和５４年４月２日から昭和６２年１０月１日までの間に生

まれた者であって１４歳以上の者」が対象者とされている。

この経過措置期間の満了を前に、対象年齢層に対する経過措置の周知を行い、接種

率の向上に向けて改めて普及啓発に努められるよう、都道府県におかれては、管内市

区町村に対する指導方お願いする。



事 務 連 絡

平成１５年５月２９日

各都道府県予防接種担当者 様

厚生労働省健康局

結核感染症課予防接種係

経過措置内の風しんの予防接種の推進について（依頼）

予防接種行政の推進につきましては、平素より多大な御支援・御協力を賜り、厚く

御礼申し上げます。

標記につきましては、同封の平成１５年５月２９日健感発第０５２９００１号厚生

労働省健康局結核感染症課長通知をもってお願いをしているところです。

既に広報を進めていただいている市区町村も多いと思われますが、別添ポスターに

ついて、厚生労働省のホームページからリンクされている国立感染症研究所感染症情

報センターのホームページ「 」に掲載されておりますのhttp://idsc.nih.go.jp/index-j.html

、 、 。で 適宜ダウンロードされ ご参考としていただけますよう周知をお願いいたします

担 当

厚生労働省健康局結核感染症課

小泉・藤川
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